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外国人学校の幼児教育・保育施設を幼保無償化制度の対象とすることを求める

会長声明

１ 子ども・子育て支援法改正法が２０１９年１０月１日から施行され、幼児教

育・保育の無償化制度（以下、「本件無償化制度」という。）が始まっている。

  本件無償化制度は、幼稚園、保育園、認定こども園に加えて認可外保育施設等

も対象として進められている。一方、インターナショナルスクール、ブラジル人

学校や朝鮮学校等学校教育法第１３４条に基づき各種学校としての認可を受けた

いわゆる外国人学校の幼児教育・保育施設（以下、「外国人学校幼保施設」とい

う。）は、「幼児教育を含む個別の教育に関する基準がなく、多種多様な教育を行

っており、また、児童福祉法上認可外保育施設にも該当しないため、無償化の対

象とはならない」として、本件無償化制度の対象から除外された（「幼児教育・

高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針」２０１８年１２月２８日関係閣僚

合意）。

２ しかし、各種学校である外国人学校幼保施設は、学校教育法第１３４条に基づ

き各都道府県知事の監督に服しながら幼児教育を行っている。また、多種多様な

教育を行っている認可外保育施設が本件無償化制度の対象とされている以上、多

種多様な教育を行っていることは、各種学校を本件無償化制度の対象外とする理

由にならないはずである。

そもそも、「全ての子どもが健やかに成長するように支援する」という子ど

も・子育て支援法の基本理念に照らせば、外国人学校幼保施設に通っている子ど

もであっても無償化制度の対象とするのが同法の趣旨に適うものであり、外国人

学校が各種学校であって認可外保育施設に該当しないことを理由に、外国人学校

幼保施設に通っている子どもを本件無償化制度の対象外とすることは、合理的理

由のない差別であって、憲法第１４条、自由権規約第２条１項、人種差別撤廃条

約、子どもの権利条約第２条１項に反し、許されない。したがって、国は、本件
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無償化制度を広く外国人学校幼保施設にも適用するよう、速やかに法改正をする

べきである。

３ 国は現在、国と地方自治体が協力して支援を行う制度を検討するための事業と

して、地域における小学校就学前の子供を対象とした多様な集団活動等への支援

の在り方に関する調査事業（以下、「本件調査事業」という。）を行っている。

  しかしながら、本件調査事業は、地方自治体が地域にとって不可欠であると判

断して既に支援事業を行っている施設が対象であり、また、調査対象施設として

申請されるか否かについても地方自治体に委ねられている。

  外国籍の子どもやそれにかかわる外国人学校幼保施設が差別なく扱われること

は、全国一律の判断が求められるところであるが、本件調査事業のやり方では地

域的格差を生じかねず、今後検討される国による支援策も、地方自治体が支援し

ている施設が前提になることが推測され、その場合、外国人学校幼保施設が一律

に無償化の恩恵を受けられることにはならないのではないかとの懸念を抱かざる

をえない。

４ よって、当会は、国に対し、本件無償化制度を外国人学校幼保施設にも適用す

るよう、速やかに法改正をすることを求める。

なお、地方自治体に対しては、この法改正がなされるまでの間、上記差別を実

質的に解消するために、外国人学校幼保施設に対し広く積極的に財政支援を実施

することを求める。

２０２０年（令和２年）１１月２０日
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                         会長 中 嶌 知 文


